
第１回半田市水道料金等審議会 次第 

 

日時：令和７年６月２５日（水）１９時～ 

会場：半田市役所 大会議室（４階）   

 

１ 開会 

 

２ 委嘱状交付 

 

３ 市長あいさつ 

 

４ 自己紹介 

 

５ 会長・副会長選出 

 

６ 諮問 

 

７ 会長あいさつ 

 

８ 議事 

（１）上水道事業経営について              

 

（２）下水道事業経営について        

 

９ その他 

（１）第２回以後の予定について 

 

１０ 閉会 

 

 

◆次回以後開催予定 

第２回 令和７年 ７月 ９日（水）１９時～２１時：下水 

第３回 令和７年 ８月 ６日（水）１９時～２１時：下水 

第４回 令和７年 ９月１０日（水）１９時～２１時：上水 

第５回 令和７年１０月 ８日（水）１９時～２１時：上水 

第６回 令和７年１１月 ５日（水）１９時～２１時：上水 

第７回 令和７年１１月２６日（水）１９時～２１時：上水・下水 

予備日 令和７年１２月１０日（水）１９時～２１時： 

会 場：半田市役所大会議室（４階）または庁議室（４階） 
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第1回水道料金等審議会
【上水道課】令和７年６月２５日
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資料

【資料①】半田市水道事業経営戦略（案）

（令和７年度～令和１６年度）

※参考：現行の水道ビジョン・経営戦略はこちら
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水道料金等審議会の役割

水道料金等審議会は「半田市水道料金等審議会条例」に基づき
設置している審議会であり、委員を12人以内で組織する。

【審議会の職務】半田市水道料金等審議会条例第二条より
審議会は、管理者の諮問に応じて水道料金、下水道使用料等について
必要な調査及び審議を行うものとする。

【水道料金等審議会の役割】
半田市長から半田市水道料金等審議会条例第二条に基づき
諮問（意見を尋ね求める）を受け、水道料金・下水道使用料の
考え方や適正な料金等について審議し半田市長に
答申（意見を述べる）をする。
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１．水道事業の概要
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水道事業とは

水道事業には、水道法で定められた目的があります。

【水道法】

第１条（目的）

この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、
水道基盤を強化することによって清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、
公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。
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〔清浄〕 → 安全な水

〔豊富〕 → 安定した供給

〔低廉〕 → 安価な料金



水道事業の経営

「水道事業」は地方公共団体が経営する企業であり、地方公営企業法に
準拠して事業を行っています。したがって、使用者からの料金収入のみ
で事業を行うことが原則となります。

【地方公営企業法】

第１７条の二（経費負担の原則）

地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により
地方公共団体の一般会計又は他の特別会計において負担するものを除き、
当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなければならない。

独立採算制が基本
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水道施設の現況
（創設:昭和４年２月２５日認可、翌年に通水開始）

令和７年は９５周年となる

項 目 認可値 R5決算値

計画給水人口（人） 123,700 116,048

計画一日最大給水量（m3/日） 51,700 42,400

配水場（施設） 3（7池）

ポンプ所（箇所） 3

総管路延長（Kｍ） 650
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現在の水道料金

メーター
口径

基本料金
(円/月・件)

従量料金(円/m3)

0～20 21～40 41～60 61～100 101～200 201～ 臨時用

13mm 510円

40円 85円 130円 135円 170円 225円 320円

20mm 710円

25mm 2,070円

30mm 3,120円

40mm 6,480円

50mm 10,680円

75mm 28,440円

100mm 55,080円

150mm 140,000円
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参考：他市の状況

出典：令和５年度 愛知県の水道より
愛知県「市町村公営企業のあらまし（2024年12月版）」より
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県内
順位

周辺順位
※1

市町村
給水人口 1日平均給水量 料金（φ20ｍｍ）

(人) (ｍ3/日) (20m3(円/月))

1 犬山市 71,030 28,257 1,479

2 一宮市 372,739 111,981 1,926

3 1 半田市 114,383 38,549 2,155

4 岩倉市 47,477 14,235 2,210

5 刈谷市 152,578 49,230 2,310

～ ～

7 2 東浦町 49,407 14,178 2,475

～ ～
10 3 東海市 112,145 32,087 2,530

～ ～

13 4 武豊町 43,211 13,666 2,640

～ ～

16 5 知多市 82,172 24,249 2,651

～ ～

19 6 阿久比町 27,864 7,795 2,805

～ ～

22 7 大府市 93,127 26,855 2,860

23 8 常滑市 58,205 20,940 2,915

～ ～

26 9 南知多町 15,373 8,011 2,996

～ ～

35 10 美浜町 21,457 7,447 3,568

～ ～

※1 知多半島５市５町の順位



2．経営の基本方針

10



企業会計の仕組み
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営業外収益

営 業 収 益

給水収益等
(料金収入）

収入

純損益

営業費用

受水費等

営 業 外 費 用

減価償却費

支出

収益的収支（3条）

水道水を供給する経費とその財源

企 業 債

補てん財源

補 助 金 ・負 担 金

収入

建設改良費

企 業 債
償 還 金

支出

資本的収支（4条）

水道施設を整備するための経費とその財源

内部留保資金



《安全》安全な水の供給

《強靱》災害に強くしなやかな水道の構築

《持続》持続可能な水道事業の実現
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新水道ビジョンで掲げた

基本理念

施策目標



経営の基本方針

 ①水道施設の計画的な改築・更新

 ②純利益の確保

 ③内部留保資金（１３億円）の確保
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3．経営状況と今後の見通し



給水収益の減少要因

給水人口減や節水機器の導入などによる

有収水量の減の影響で給水収益は、

「減少」していく

単身世帯や核家族化の進行（少人数世帯の増加）

↓

安価な料金区分の利用割合が増加

従量料金 ０～２０m3 ４０円/m3

２１～４０m3 ８５円/m3

・ ・

・ ・

・ ・
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給水収益の見通し

11,800

12,000

12,200

12,400

12,600

12,800

13,000

13,200

13,400

13,600

13,800

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

年間総有収水量

(千m3)

給水収益(税抜)

(百万円)

給水収益と有収水量の見込み

給水収益の見込み 年間有収水量(m3/年)
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受水費の見通し
・県営水道の料金値上げに伴う受水費の増加

・２段階で改定（値上げ）

令和６年１０月～（令和５年度と同量の場合、約2,800万円の増）

令和８年 ４月～（令和５年度と同量の場合、約8,500万円の増）

表.4年間の料金収入の伸び率
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愛知県企業庁ＨＰより



収益的収支の見通し
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

収入 2,118 2,059 2,049 2,027 1,992 1,973 1,962 1,942 1,926 1,911

支出 1,852 1,832 1,892 1,961 1,876 1,948 1,965 1,980 1,998 2,016

差引
(当年度純損益)

266 227 158 66 116 25 -3 -39 -72 -105
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建設改良費の見通し
① 大規模地震の被害を最小限に留め、迅速な応急給水の確保のため

・基幹管路および重要給水施設への管路の耐震化事業

・配水池施設の耐震化事業

→基幹管路（Φ300以上）の耐震化率88.5％（令和５年度末時点）

② 経年化する水道施設の計画的な更新および配水支管の整備のため

・老朽設備機器更新事業

・老朽管更新事業

・他事業関連配水支管整備事業

→管路経年化率14.98％（令和５年度末時点）
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これまで

耐震化事業に注力

これから

耐震化事業に加えて
老朽管対策も注力



資本的収支の見通し
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

収入 23 54 375 289 188 133 240 254 242 244

支出 433 613 644 716 846 950 943 937 936 936

差引(不足分) -410 -559 -269 -427 -658 -817 -702 -683 -694 -692

内部留保資金残高 1,843 1,876 2,134 2,146 1,986 1,596 1,315 1,037 735 423
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目標達成のためには…
●業務の効率化
●更新投資の平準化
●水道料金の改定

などが必要
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・窓口業務等を外部委託して業務を効率化

・遊休施設の跡地を売却して収益化

・他事業体と料金システム等を共同化して費用削減

（帳票の統一やオンラインシステムの共同構築などを検討）

・愛知県の施設から直接配水を行うことで

緑ヶ丘増圧ポンプ場を廃止（R9までに整備予定）

・下水道事業とともに組織の見直しを検討

・スマートメーターの導入によるDXの推進と

お客様サービスの向上

事業効率化に向け実施する事項
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第1回水道料金等審議会
【下水道課】令和７年６月２５日



資料

【資料①】下水道使用料関係法規（抜粋）
【資料②】半田市下水道事業経営戦略

（令和7年度〜令和16年度）
【資料③】前回答申書
【資料④】地方公営企業繰出金について
【資料⑤】用語集



水道料金等審議会の役割
水道料金等審議会は「半田市水道料金等審議会条例」に基づき設置している審議
会であり、委員を１２人以内で組織します。

【審議会の職務】半田市水道料金等審議会条例第二条より
審議会は、管理者の諮問に応じて水道料金、下水道使用料等について必要な調

査及び審議を行うものとする。

水道料金等審議会の役割
半田市長から半田市水道料金等審議会条例第二条に基づき諮問を受け、水道料

金・下水道使用料の考え方や適正な料金等について審議をし、半田市長に答申
（意見を述べる）をする。



１．下水道事業の概要



下水道とは

【下水道法第２条】
一 下水 生活若しくは事業(耕作の事業を除く。)に起因し、若
しくは付随する廃水(以下「汚水」という。)又は雨水をいう。

二 下水道 下水を排除するために設けられる排水管、排水渠そ
の他の排水施設(かんがい排水施設を除く。)、これに接続して
下水を処理するために設けられる処理施設(屎尿浄化槽を除く)

又はこれらの施設を補完するために設けられるポンプ施設、貯
留施設その他の施設の総体をいう。



下水道の役割

汚水事業 雨水事業
１．生活環境の改善
・汚水管（地下トンネル）による
「汚水」の排除

⇒ 悪臭の発生抑制
⇒ 蚊やハエの発生抑制
⇒ 伝染病の予防、蔓延の防止

３．浸水被害の低減
⇒ 10年確率（70mm/時）の降雨
に対応

⇒ 排水ポンプ場による低い土地
の雨水の排除

２．環境保全
・公共用水域（川や海）の水質の
保全



分流式下水道と合流式下水道

半田市は「分流式下水道」です



公共下水道と流域下水道

●公共下水道 下水を排除し、又は処理するために地方公共団体
が管理する下水道

・終末処理場を有するもの ⇒ 単独公共下水道
・流域下水道に接続するもの ⇒ 流域関連公共下水道【半田市】

●流域下水道 二以上の市町村の区域における下水を排除するも
のであり、かつ、終末処理場を有するもの
【衣浦西部流域下水道】
半田市、知多市、東浦町、阿久比町、武豊町



下水道施設の現況
汚 水 事 業 雨 水 事 業

整備状況

行政面積 4,742.0 ha

計画面積（A） 1,943.5 ha 2,131.8 ha

整備面積（B） 1,868.4 ha 1,799.3 ha

整備率（B/A×100） 96.1 ％ 84.4 ％

管渠延長 517,728.8 m 109,241.7 m

ポンプ場数 － ８箇所

処理場 衣浦西部浄化センター※ －

普及状況

行政区域内人口 116,778 人 －

処理区域内人口（C） 104,990 人 －

処理区域内人口密度（C/B） 56.2 人/ha －

接続人口 93,021 人 －

処理区域内世帯数 52,088世帯 －

接続世帯 46,150世帯 －

接続率 88.6 ％ －

半田市下水道経営戦略より（P6）



２．下水道事業の基本的考え方



経営の基本原則

【地方公営企業法第3条(経営の基本原則)】
「地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、
その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営され
なければならない。」

（１）独立採算の原則
（２）雨水公費・汚水私費の原則
（３）使用料の基本原則



（１）独立採算の原則

【地方公営企業法第17条の２（経費の負担の原則）第2項】
…その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は他の特別会計にお

いて負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなけ
ればならない。

「下水道使用料」による自立経営が基本
（経営に伴う収入）



（２）雨水公費・汚水私費の原則

第1次下水道財政研究委員会（昭和36年）提言
・雨水 ︓ 原則として公費負担（租税負担）
・汚水 ︓ 〃 個人負担
第５次下水道財政研究委員会（昭和60年）提言
・「雨水に係るものは公費で、汚水に係るものは私費で負担」

公費の基準は、総務省発出の「地方公営企業繰出金について」より

使用料の対象は「汚水事業」



（参考）地方公営企業繰出金について

 雨水処理に要する経費
 分流式下水道等に要する経費
 下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費
 水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費
 元利償還金関係

これらの経費は公費負担となる



（３）－①使用料の基本原則
０〜10㎥ 11〜20㎥ 21〜30㎥ 31〜50㎥ 51〜100㎥ 101㎥〜

基本使用料 600円
従量使用料 60円/㎥ 105円/㎥ 130円/㎥ 145円/㎥ 180円/㎥ 250円/㎥

使用水量 10㎥ 20㎥ 30㎥ 50㎥ 100㎥ 200㎥
使用料 1,200円 2,250円 3,550円 6,450円 15,450円 40,450円

使用料単価 120.0円/㎥ 112.5円/㎥ 118.3円/㎥ 129.0円/㎥ 154.5円/㎥ 202.25円/㎥

現在（改正後）の下水道使用料

０〜10㎥ 11〜20㎥ 21〜30㎥ 31〜50㎥ 51〜100㎥ 101㎥〜
基本使用料 450円
従量使用料 50円/㎥ 90円/㎥ 115円/㎥ 130円/㎥ 165円/㎥ 230円/㎥

使用水量 10㎥ 20㎥ 30㎥ 50㎥ 100㎥ 200㎥
使用料 950円 1,850円 3,000円 5,600円 13,850円 36,850円

使用料単価 95.0円/㎥ 92.5円/㎥ 100.0円/㎥ 112.0円/㎥ 138.5円/㎥ 184.25円/㎥

改正前の下水道使用料



（３）－②使用料の基本原則
【下水道法第20条(使用料)】
第二十条 公共下水道管理者は、条例で定めるところにより、公共下水道
を使用する者から使用料を徴収することができる。

２ 使用料は、次の原則によつて定めなければならない。
一 下水の量及び水質その他使用者の使用の態様に応じて妥当なもので
あること。

二 能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。
三 定率又は定額をもつて明確に定められていること。
四 特定の使用者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。

３ （略）

「下水道使用料」による自立経営



３．経営状況と今後の見通し



（１）－①決算状況（汚水事業）

R3 R4 R5 R6

収入（千円） 2,231,635 2,223,685 2,192,190 2,232,220

うち使用料 1,188,479 1,176,654 1,335,986 1,400,427

うち基準外 338,191 338,997 192,978 126,129

支出（千円） 2,228,333 2,234,719 2,145,690 2,203,414

収支（千円） ＋3,302 ▲11,034 ＋46,500 ＋28,806

収支－基準外 ▲334,889 ▲350,031 ▲146,478 ▲97,323

「収支－基準外」が実際の「赤字額」＝使用料収入が不足している額



（１）－②決算状況（汚水事業 令和6年度）

支
出

維持管理費
7.5億円
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13.5億円

他
1.0

※

0.2

浄化ｾﾝﾀｰ
処理費用

6.5

他

0.8

支払利息
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減価償却費等

12.0

他

1.0

収
入

使用料収入

14.0

長期前受金戻入

5.4

他

0.5

基準内

1.1

基準外

1.3億円

使用料収入
14.0億円

長期前受金
5.4億円

他
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一般会計繰入金
2.4億円

実質赤字

※汚水管のメンテナンス費用
「基準外」 本来「使用料収入」で賄うべき経費の補てん額



（１）－③決算状況（経費回収率）

経費回収率とは
下水道使用料で回収すべき経費（汚水処理費）を、どの程度下水道使用料で賄えてい
るかを表す指標

R3 R4 R5 R6

下水道使用料
（単位：千円）

1,188,479 1,176,654 1,335,986 1,400,427

汚水処理費
（単位：千円）

1,526,042 1,506,153 1,499,390 1,505,219

経費回収率
（単位：％）

77.88 78.12 89.10 93.04



参考︓他市の状況
団体名 処理区域内

人口(人) 有収率(％)
家庭料金
20㎥(円)
税込

経常収支
比率(％)

経費回収
率(％)

汚水処理
原価(円)

使用料単価(
円/㎥)

水洗化率(％
)

半田市 104,990 85.9 2,475 101.9 89.1 150.0 133.7 88.6

豊橋市 263,349 74.4 2,277 106.7 108.3 138.0 149.5 97.5

岡崎市 337,643 90.2 1,998 104.1 78.0 150.0 117.1 95.7

一宮市 263,211 75.2 2,019 98.9 66.2 150.0 99.3 75.6

春日井市 213,645 81.0 2,915 100.1 99.9 150.9 150.7 96.0

刈谷市 142,646 75.3 1,650 94.4 83.3 115.6 96.3 92.3

豊田市 309,624 92.3 1,980 104.6 79.2 151.1 119.7 94.1

安城市 143,146 97.1 1,650 95.9 65.7 146.7 96.4 93.2

小牧市 115,663 78.4 1,581 99.7 59.6 150.0 89.4 92.8

愛知県平均 125,146 87.8 2,126 102.8 78.5 153.2 119.1 84.5

類似団体全国平均 221,171 82.2 2,450 106.6 97.7 143.6 137.9 94.5

※下水道事業経営戦略より（P14）



参考︓他市の使用料改定状況

※日本下水道協会アンケート結果より（令和７年２月）
知多４市の使用料改定状況（令和7年5月時点）
・東海市︓令和7年4月改定（1段階目） 令和12年4月、令和17年4月にさらに改定予定
・大府市︓令和4年10月改定（1段階目）、令和7年4月改定（2段階目）
・知多市︓令和9年度改定予定（1段階目）
・常滑市︓令和8年度または令和9年度改定予定



（２）使用料収入の見通し

１．増加要因
・整備面積の拡大（446世帯）
・未接続世帯の下水道接続（5,938帯）
令和7年4月1日現在の下水道接続率 89.2％（下水道整備区域内）
※半田市下水道事業経営戦略より

２．減少要因
・人口減少社会 ⇒ 有収水量の減
・節水型機器の普及 ⇒ 有収水量の減、使用料単価の減
・世帯構成人数の減 ⇒ 使用料単価の減



（２）－①使用料収入の予測
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◆使用料収入の見通し
整備拡大により一時的に増加するものの、
その後は人口減や節水機器の導入などによ
る有収水量の減の影響で使用料収入は、
「減少」していく



（３）汚水処理費用の見通し
①維持管理費
・人件費、物価については、現状は増加見込み
・衣浦西部流域下水道負担金についても、現状は増加見込み（3年ごとに更新）
※令和6年度から令和8年度は1㎥あたり57.2円（令和5年度までは1㎥あたり51.1円）

②資本費
・整備工事は概ね完了し、当面は大規模な投資事業の予定はないため、減価償却費に
大きな変動はない。

・過去に借り入れた企業債の償還に伴い、支払利息は減少。



（４）建設事業の見通し（汚水整備事業）
・下水道整備率令和6年度末で96.1％であり、概ねの整備は完了している。残りの
整備については、令和10年度以降の予定（JR東海鉄道高架完了後に実施）

・令和7年度〜令和11年度にかけて、避難所等の災害拠点の耐震化工事の実施。
・古い汚水管の布設替え工事について、下水道汚水管の法定耐用年数は50年であ
るが、カメラ調査等の結果によって更新時期を見直していく。長期の更新予
定時期については、以下のとおり。（下水道事業経営戦略より（P19））
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投資・財政計画（収支計画）

前述で説明しました内容を基に、投資・財政計画（収支計画）を作成しました。
■別添資料②の半田市下水道事業経営戦略P22〜37を参照ください。
作成にあたっては、過去3年間の費用の推移や、人口については、企画課が作成し
た「半田市デジタル田園都市構想総合戦略」の人口の将来設計を参考にしており
ます。また、今後については、消費者物価指数の前年度比2.6％増を採用し、算出
しております。
使用料に大きく影響のある令和9年度〜11年度の流域下水道維持管理負担金は、
1㎥あたり57.2円から2.6％増の58.7円で算出しております。（令和12年度以降も
同様で算定）

今後の社会情勢や経済状況などにより、物価や人件費は変動することは想定され
ますので、決算における分析をより一層重視していきます。



「下水道使用料」による自立経営を達成するためには、

・経費回収率100％相当の達成
⇒使用料単価1㎥あたり150円【資料①P5〜6参照】

・基準外繰入金の解消
が目標となる。

目標達成のためには…
●使用料の改定
●汚水処理費用の削減
●収益の増加



使用料の改定
前回の審議会（令和２年８月１８日〜令和３年１月２８日 計５回開催）
答申内容（抜粋）※詳細は机上の答申書を確認ください。
『下水道は、安全で快適な都市生活を送るために欠かすことのできない重要な都市基盤と
なっており、将来世代のためにも、早期に「下水道使用料」による自立経営を達成しなけれ
ばならない。そのためには、今後も経費削減などの経営努力を継続することが前提とはなる
が、次のとおり改定すべきである。』
（１）改定時期と改定額の目安
『「下水道使用料による自立経営」を実現するためには、下水道使用料を「経費回収率100％
相当額」に改定する必要がある。しかしながら、「経費回収率100％相当額」への改定は、大
幅な見直しとなるため、市民生活への影響を考慮し、段階的な見直しを採用すべきである。
よって、令和４年度に「経費回収率90％相当額」とする改定を実施し、「経費回収率100％相
当額」への改定は、令和７年度以降に実施することが妥当である。』

改定時期

改 定 額 の 目 安

経費回収率
使用料算定経費 【 参 考 】

平均使用料単価維持管理費 資本費

令和４年度 90％ 100％ 75％ 137円/㎥
令和７年度以降 100％ 100％ 100％ 150円/㎥

⇒答申内容により、２段階目の使用料改定について審議会を開催することとした。



汚水処理費用の削減
主な削減内容
①広域化・共同化
大府市・知多市と料金システム等の共同化⇒ランニングコストの減
常滑市・東海市・知多市の処理場で発生する脱水ケーキの共同処理

⇒建設及び処理費用の減
②管渠の長期利用
下水道汚水管の耐用年数は50年であるが、管渠の状態（カメラ調査などにより確
認）によっては更新時期を延ばしていく⇒更新費用の減

③事務費削減
公用車の削減⇒車両維持費、燃料費などの減
排水ポンプ場の固定電話の廃止⇒電話料金の減
電子決裁の促進⇒紙代の減



収益の増加
主な収益内容
①接続率の向上
集合住宅、大口住宅への戸別訪問や電話催促
未接続世帯への接続依頼の通知を実施⇒令和7年度に実施し、効果があれば継続
して実施。

②遊休地の活用
駐車場、太陽光発電など収入となる活用を行う。

③下水道ガチャの実施
下水道普及促進の一環で下水道に関するガチャガチャを設置。



今後のスケジュールと審議内容

●令和７年７月９日（水）１９時
下水道使用料の算定方法、改定シュミレーションなど

●令和７年８月６日（水）１９時
使用料体系について（基本使用料・従量使用料）

●令和７年１１月２６日（水）１９時
答申内容の協議（水道料金及び下水道使用料）

※令和７年９月１０日（水）、令和７年１０月８日（水）、令和７年１１月５日
（水）は水道料金に関する内容となります。
※議論の状況によっては、予備日（令和７年１２月１０日（水））を活用する場合が
あります。


